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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈要　約〉

　本稿は，従来の空間競争モデルに不確実性要因を導入し，それにより派生する効果ならびに情報

所有の効果が各売り手の均衡利潤や均衡立地点に与える影響について考察している．このような分

析の中で，一連の研究により批判的に吟味されたホテリングによる「製品差別化最小の原理」にも，

不確実性下の空間競争という視点から，新たな考察が加えられており，ある種の状況においては各

売り手の立地点の接近，ないしは差別化減少の誘因が存在し得ることが示されている．

　1．はじめに

　周知のように，最初に空間競争を明示的に論じた経済学者はホテリングである．彼は十数頁から

なる1929年の記念すべき論文「Stability　in　Competition」において，現在ではホテリング・モデルと

略称されている最初の競争立地モデルを提示し，それまで経済学では採り扱われることの少なかっ

た空間を考慮した複占競争を分析し，その中で空間の存在が各売り手が提示する価格や利潤に影響

を与えることを示した．また，ホテリングの仮定では購入者が線分上に一様分布1しており，購入

者ないし売り手の移動費用関数は線形であるとしている．これは必要以上に簡単化された仮定では

あるが，それ故，彼が提示した結論と見通しは経済的含意を豊富に含んだものになっており，彼が

1現在の空間競争モデルでは，このような消費者の分布の仮定を線形市場（linear　market）ないしは線形都市
　（linear　city）と総称している．
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時に立地論の開拓者の一人と称される所以でもある．

　このように評価された彼の問題提起は，後に以下のような諸稿により一層の展開が試みられた．

d’Asprcmont　et　al．（1979）によるHotclling（1929）の再検討と問題点の克服，さらにSalop

（1979）による購入者の分布を線分から円環に代えた分析，そしてShaked＆Sutton（1982）等に

よる空間競争下の企業参入の考察など，多様な分析によりその対象は拡大した．また，Neven＆

Thisse（1990），　Economides（1993）等による，人口密度等と関連させるためにホテリングが仮定

した購入者の一様分布を正規分布にした均衡立地点の分析があり，近年ではVandenbosch＆

Weinberg（1995）等のように，他の要因も考慮した多次元の製品差別化モデルを利用した分析が盛

んである．

　本稿では，新たな空間競争モデルを提示し，上記の一連の文献とは異なる観点から複占企業によ

る空間競争を考察している．これまでの分析では，消費者群の規模が確定しており，そこでは全て

の条件が既知であるとされているが，本稿では線形市場の規模に不確実性要因を導入することで，

新たな分析を試みている．また，空間競争の問題に不確実性を導入することは，同時に情報所有の

問題を発生させることになるが，本稿では情報が偏在するときの均衡立地点についても分析を加え

ている．

　以下，第2節では，原型となるホテリング・モデルとその批判的吟味を行ったd’Aspremont　et　aL

（1979）の空間競争モデルを解説した上で，本稿で利用する不確実性要因を導入した新たな空間競

争モデルを提示する．次の第3節では，不確実性を持つ線形市場を仮定することにより発生する情

報所有の問題と各企業による価格付けと立地および製品差別化について考察している．さらに第4

節では，前節で導出された結果を利用し，企業による均衡立地点ないしは製品差別化戦略により採

択される製品特性の問題について考察している．最後の第5節では，本稿の分析で得られた結果の

要点について簡単にまとめている．

　2．不確実性下の空間競争モデル

　前節で述べたように，本稿において提示される空間競争モデルは不確実性要因を含む立地モデル

である．以下で行われる分析の論点を明確にするために，まず最初にホテリングによる立地（製品

差別化）モデルの概要を紹介し，さらにホテリングの考察に批判的吟味を加えたd’Aspremont等の

立地モデルの要点について簡単に説明する．

　ホテリングは，線形市場（例えば海水浴場）に同種の消費財を販売する2人の売り手（彼はアイ

スクリーム屋の比喩を用いる）が存在するときに，両者によって選択される立地点の問題について

考えた．もちろん海水浴場におけるアイスクリーム屋の想定はある種の比喩であり，後述するよう

に，この問題は立地選択のみならず企業による製品特性の決定，すなわち製品差別化の問題に読み
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替えることができる2．彼が仮定する線形市場では，消費者が区間［0，1］に一様分布し，その線分の

各点に位置する消費者（海水浴客）の移動コストは距離1単位あたりcだけ増加し，移動距離に関

して比例的に増加するものと仮定されている．つまり同じ財を購入する消費者でも売り手から離れ

ていると高いコストを支払うことになる．ここで，各消費者の留保価格（reservation　price）をRと

する．このとき売り手1と売り手2が提示する価格を各々Pl，　p2とすると，各地点における購入者

の消費行動は以下のように定式化できる．ただし売り手1の端点0からの距離をα，売り手2の端

点1からの距離をffで表し，地点n（n＝［0，1］）にいる購入者の端点0からの距離をLnで表してい

る．

（1） Mi・（A＋c］4一α1，th・clL，一（1－M｜）

ここで各購入者は，売り手1と売り手2のいずれから購入した方が高い効用水準を得られるか考え

た上で，一方の消費財を1単位購入する．言い換えれば提示された価格と移動費用からなる総費用

の小さい方を選ぶことになる．このとき各端点に位置する消費者の留保価格が各々の総費用を下回

らなければ，各売り手が獲得する購入者数は，以下の図1のように表すことができる．

図1　ホテリングの立地（製品差別化）モデル

0 α L＊ 1一β L＊＊ 1

2ここでは，消費者は線分で表される線形市場の各点に位置している，あるいは居住しているものと仮定して
　いるが，この線分上の各点が企業の生産可能な製品特性を表し，各消費者は効用が最も高くなる位置に一様

　分布していると仮定すると，各企業の立地問題は製品特性選択の問題に置き換えられtその分析は製品差別
　化戦略等の企業行動の分析になる、
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上の図では，売り手1の顧客は区間［0，L＊］，売り手2の顧客は区間［だ，　L＊＊］になることが示されて

いる．売り手2の右側にある区間［L＊＊，1］の消費者は，この財を購入することで留保価格以上の費

用を支払うことになるので，この製品の購入を諦めるであろう．このような状況に直面している各

売り手は何処に店舗を構えるのか，あるいは製品差別化戦略を採る各企業はどのような製品特性を

選択するのか，これがホテリングの問いかけである．その結論は，立地論の観点からは売り手双方

が近接し，企業による製品差別化の問題としては双方が非常に似通った類似の製品を生産する，

「差別化最小の原則」として提示された3．したがって，上の図1の各売り手は線形市場の中央で

隣接して販売することになる．

　以下では，このようなホテリングの見通しに批判的吟味を加えたd’Aspremont　et　aL（1979）によ

る議論の要点を説明する．ただし以下では紙幅を節約するために彼らの計算手順ならびに表記を幾

分変更し，彼らの議論の骨子のみを採り上げている．

　これまでの仮定により，売り手1と売り手2が獲得する顧客の区間L、（i＝1，2）は以下のように表

される．ただし，以下では本稿の論旨を明確にするために消費者の留保価格が十分に大きく，各売

り手が獲得する顧客によって線形市場の全域が満たされるものとする4．

（2－1）

（2－2）

4・i！’・　A・1＋α一β．

　　　2c　　　　　　　　2

4－A－P・＋1一α＋β．

　　　2c　　　　　　　　2

したがって，各売り手が提示する価格を考慮すると，各売り手の利潤π1とπ2が以下のように表さ

れる．

（3－1）

（3－2）

π1。A（IP2一軌乃（1＋α一の．

　　　　2c　　　　　　　　　　2

・・一ρ2 [ρ2）・P2（1二＋m・

3ホテリングの「差別化最小の原則」は，企業による立地選択や製品差別化戦略だけではなく，彼自身も述べ
　ているように，選挙を控えた政党の政策案件の同質化，視聴率競争をしている番組の同質化など，多岐にわ

　たる対象に関連している．

4消費者の留保価格の変化が各売り手の購入者数に与える効果の詳細については，Hotel｜ing（1929）を参照の
　こと．
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このとき各売り手の利潤最大化条件∂π｝／∂乃＝0（i＝1，2）より，各売り手の反応関数φ1，φ2は次式

によって表される．

（4－1）

（4－2）

A＝｛h＋c（1＋α一⑳｝／2≡φ1（h）．

乃＝｛A＋c（1一α＋β）｝／2≡φ2（∩）．

これらの反応関数より，売り手1と売り手2の均衡価格は以下のように求められる．

（5－1）

（5－2）

n＊ニc｛1＋（α一β）／3｝

P2＊＝dl＋（β一α）／3｝．

　ここでd’Aspremont等は価格と立地点を決定する2段階ゲームの「部分ゲーム完全均衡」

（subgame　perfect　equilibrium）を考える．これは，各売り手が最初に店舗の立地点を選択し，次の段

階で販売価格を決定することを意味している．ここで第2段階において決定される両者の均衡価格

をPi＊（α，の（∫＝1，2）と表すことにより，各売り手の利潤最大化行動は次のように定式化できる．

（6） m・x巧（α，m－P、　＊（α，ML，（α，β，パ（α，m，P、・（・，m）（i，ノ・1，2；i・ノ）．

　上式を利用して，各売り手の利潤について立地点での微分係数を調べると以下のようになる．た

だしGl＝α，G2＝βとしている．

（7） 毒惰〕〔知パ悌・〔劃劃／四梛

このとき各売り手の利潤最大化条件0πT，f∂p，　＝Oが満たされているので，上式は第2項だけで判別

できる．第2項の括弧内の最初の項は，売り手1ならばGl＝αを増加させ，右側に移動する（相

手に接近する）ことにより顧客をどの程度増加できるかを示している．ここで最初に導出した

（2－1，2）式を利用すると，∂4／∂6，＝1／2が得られる．さらに括弧内の2つ目の項は，相手に接

近することにより一層激しくなる価格切り下げ競争を通じて発生する顧客の減少分を表している．

これも同様の（2－1，2）式と（5－1，2）式を用いて（∂ち／∂pノ）（∂pノ＊／nc，）＝－1／6となることを確認

できる．これら相反する効果を通じて第2項の括弧内の総効果は正値となり，∂ni／∂Gi＞0になる

ことが確認できる．したがって各売り手は互いに接近し，中央部へ立地点を移動するする誘因を持
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ち続けることになる．

　この意味においてホテリングの見通しは的を得ていることになるが，最終的にはホテリングが仮

定した条件の下では均衡解，すなわち内点解は存在しない．各売り手は顧客を奪われないように互

いに接近するが，それは一層激しくなる価格切り下げ競争を発生させることで，第2段階における

価格競争の均衡を消滅させ，2段階ゲームの第1段階の最適立地点の決定を不可能にするからであ

る5．したがって各売り手の意思決定プロセスの中で「最小化の誘因」が生じることはあっても，

ホテリングの「差別化最小の原則」は，彼自身による仮定の下では最終的な決定として保証される

ことはない．

　以上がd’Aspremont等によるホテリングの考察に対する批判的吟味であるが，彼らは同時に興味

深い改案も提示している．それは，最初に説明した，距離の増分に対し移動コストが比例的に増加

するとの仮定を移動コストが逓増するような費用条件に代えること，すなわち距離に対して限界費

用が増大するような移動費用関数の導入を提案したものである．次式は，最初に示した消費行動を

新たに定式化したものである．

（8）
M・・［P1＋・（4一α）2，h・・｛L，，　一（1－M｝2］．

この場合も，前述の内容と同様の手続きによって売り手1と売り手2が獲得する顧客の区間

L、（i＝1，2）が以下のように求められる．

（9－D

（9－2）

ムー C艦功・1＋fiiLfi・

≠痴吉告・1一ス＋β・

さらに両者の利潤最大化条件から売り手1と売り手2の反応関数が得られ，それら各式から得られ

る第2段階での均衡価格は以下のようになる．

（10－1）

（10－2）

A・一・（1一α一威1・（α一M／3］．

乃・一・（1一α一吐1・（6一α）／3］．

5この内点解の存在に関する議論の詳細については前述のd’Aspremont　et　aL（1979）を参照のこと．直観的に

　は，同質財を販売する複占企業による価格切り下げ競争（ベルトラン市場）からこのメカニズムを類推でき

　るであろう．ここでは，本稿の論旨から外れるので詳述しない．
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　ここで最初のケースと同様に（7）式を利用して各売り手の利潤について立地点での微分係数を

調べる（ただし前のケースと同様にGl＝α，G2＝βとしている）．このとき各売り手の利潤最大化

条件∂πVt／∂Pi＝0が満たされているので，最初のケースと同様に（7）式の第2項だけで判別でき

る．前述したように，第2項の括弧内の最初の項の効果は相手側に接近することによる顧客増加分

を示している．また括弧内の後の項は，接近することにより一層激しくなる価格切り下げ競争を通

じて失うことになる顧客の減少分である．これら2つの項から発生する効果は，導出した

（9－1，2）式と（10－1，2）式を利用することにより以下のように確認できる．

（11－D

（11－2）

∂L，／∂G，＝（3－5G，－GJ）／［6（｛－G，一（｝ノ）］　（i，ノニ1，2；i≠ノ）・

（∂L，／∂Pノ）（∂」Pノ＊／∂G，）＝（G，－2）／［3（1－Gi－Gノ）］　（i，ノ＝1，2；i≠ノ）・

したがって，これら二つの相反する働きをする2つの項から得られる効果，すなわち第2項の括弧

内の総効果は，以下のように負値となることが確認できる．

（12）
園暢〕〔誓〕一蒜：ξ）・・（i’ノー1詞

この結果は，前述の仮定の下で各売り手がどのような地点に立地していようともtht／∂Gi＜0が成

立し，双方の売り手は激しい価格切り下げ競争を避けるために中央部に立地することを避け，互い

に左右の端点に立地すること示している．企業の製品差別化戦略の文脈に即して言えば，似通った

製品を生産することで激しい価格切り下げ競争によって利潤を下げるよりは，反対側に位置する顧

客を失っても利潤の維持のために可能な限り製品特性の違いを明確にすることを選択する，という

ことである（このような行動の採択により，第2項括弧内の最初の項を通じて利潤を減少させる効

果も同時に発生していることに注意されたい）．したがって，この最適立地点のペアは2段階ゲー

ムの「部分ゲーム完全均衡」であり，d’Aspremont等は，ホテリングによる差別化最小の原則とは

全く逆の「差別化最大の原則」を示したことになる．

　以下，本稿ではモデルに不確実性要因を導入することで新たな分析を試みるが，可能な限りホテ

リングやd’Aspremont等が仮定した諸条件を採り入れ，彼らの分析に即して考察を進めることで論

点の明確化を図りたい．したがって，以下の分析では特に断りがない限り，前述の仮定をそのまま

利用している．

　これから用いるモデルには，線形市場の規模に不確実性要因が導入されている．線形市場の中央

部に確定値dの線分が存在し，その両端に事前には長さが確定できない線分があり，その長さは確
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率変数2｝で表され，その分布区間はi∈［0，司とする．さらに，その期待値と分散値は各々E［司，

Var［？］と表記する．この状態を図示化したものが以下の図2である．

図2　不確実な市場規模を持つ空間競争モデル

0 α L＊ 1一β 1

　上の図2から分かるように，両企業が獲得する顧客の区間の内側は確定した線形市場に存在する

が，区間の外側（線形市場の外側の点線が示す両端）は不確実で各企業は事前にその確定値を知る

ことができない状態にある．ここで想定しているのは，例えば人口流入などにより拡大しつつある

商圏エリアであり，現在，一定規模の商圏エリアに2つの企業が既に店舗を構え，拡大する商圏に

対し立地点の変更を迫られているケース等である．また製品差別化の文脈では，顧客の掘り起こし

等により製品特性が拡大しつつある水平的バラエティの中で，各企業が既に製品差別化（ないしは

その最小化）を実施しているとき，この後拡大する顧客を見込んで各企業が新たな差別化戦略を採

択するケースも，これに相当する．さらにホテリングの比喩に習えば，経験的に確定できる海水浴

客の分布ベルトの長さを把握している2人のアイスクリーム屋が，この後，気温が上昇することを

知り，さらに延びるであろう海水浴客のベルトを考慮して店舗を何処に移動するか検討するケース

が，これに相当する．

　次節では，このような条件の下で各売り手がどのような価格付けと立地点を選択するか調べるが，

ここで各売り手が，線形市場の不確定な規模について必ずしも同程度の不確実性に直面していない

と仮定する．つまり線形市場の規模の実現値に関し両者の予測精度が異なるということである．実

際には，この仮定をそのままモデルに導入することもできるが，結果を明確にするために一方の売

り手がその実現値を知っており，他方の売り手は全く知らないと仮定し，両者間に存在する情報の
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偏在を最も単的な形で導入する．

　3．不確実性下における空間競争と情報

（A）最初に，各々の売り手が市場規模の実現値について全く知り得ないケースについて考える．

前節の結果から，均衡価格（A＊，p2＊）は各売り手の反応関数である次式を満たしている6．

（1－1）

（1－2）

A＊一φ1（h・）・｛h・＋Ct2？・d一α一M（2E［U］・d＋α一M｝／2．

h＊一φ、（n＊）・｛パ＋・（2V・d一α一m（2E［司・d一α・m｝／2．

上式を満たす価格（A＊，p2’），すなわちナッシュ均衡解は各売り手が共に確率変数？の実現値を知

り得ず，その期待利潤E［π（e）】の極大化を図るときの均衡価格である．したがって両者は定常的な

価格設定を行うために，その均衡価格は確定値として以下のように導出される．

（2－1）

（2－2）

A＊＝c（2U＋d一α一β）（6E［司＋3d＋α一β）／3．

p2＊＝c（2a＋d一α一β）（6E［Zi「］＋3d一α＋β）／3．

　上記の各均衡価格（ρ1＊，p2＊）を前節で利用した利潤関数（6）式に代入すると確率変数Vを含む条

件付き均衡利潤πi＊（e），π2＊（？）が得られる．

（3－1）

（3－2）

nl＊ in＊，P2＊；i）・パ｛血・，P，・）一ε・E［a］｝

　　　　　　　＝（（2i＋d一α一β）（6E［i］＋3d＋α「β）2／18．

π、＊ in＊，P，＊；∂）－P、＊｛d・ε・E［ε］一血・，P，・）｝

　　　　　　　＝c（2ど＋d一α一の（6E［司＋3d一α＋β）2／18．

（B）前述のケース，すなわち売り手が共に確率変数Vの実現値に関し無知である状況，つまり両

者情報無しのケースをηoと表記し，以下の結果と区別するために，これまで求めた均衡諸量に添

字0を付ける．さらに一方の売り手，例えば売り手1のみが知っている場合をηPとする．このよ

うな非対称的な情報所有の下で価格の均衡解のペア（ρ1＊（ど），p2＊）は次式を満たすであろう．ただし

ケースηoの場合と異なり，売り手2が期待利潤を最大化するのに対し，売り手1は確率変数∂の

6線形市場の規模に不確実性を導入するに際し，両端の長さが不確実な線分に対し，既に確定している線形市
　場の規模dが十分な長さ（d≧訂3）を有しているとの条件を設ける．この仮定により，以下の分析では全ての
　ケースにおいて内点解が保証され，均衡解のペア（za＊，ρ、＊）が存在することになる．
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実現値に関し既知であるために利潤そのものを最大化している．

（4－1）

（4－2）

乃＊（V）＝argmax　nl（凸（巨），　P2＊）

　　　　　A＞0
　　　＝argmax乃（e）｛f（凸（U），乃＊）－i＋E［i］｝．

　　　　　A＞0

P2＊＝argmax　E【π2（A＊（ξ），h）］

　　　乃＞o　e
　ニarg　max　E【乃｛d＋∂＋E［i］－f（耐（v），h）｝］．

　　　乃＞o　e

ケースηoの場合と同様に，この均衡解のペア（n＊（V），p2＊）は両者の反応関数φ1’，ipl’である次式

（5－1，2）を満たす．

（5－1）

（5－2）

パ（e）＝φf（ρ2＊；v）

　　　・｛P，・＋Ct2ε・d一α一m（2ε・3d・α一m｝／2．

P2＊（∂）＝φ；（E［A＊（巨）D

　　　・｛E［Pi・（i）］・・（2U・d一α一m（2E回・3ゴーα・m｝／2．

これら（5－1，2）式から均衡価格（A＊（U），p2＊）が以下のように求められる．

（6－1）　　　AP（i）＝c（2？＋d一α一功（2E［司＋4U＋3d＋α一β）／3．

（6－2）　　　p；’＝c（2巨＋d一α一⑳（6E［司＋3d一α＋，（3）／3＝pS．

ここで売り手2の均衡価格は，確率変数11；の実現値に関し無知であるために確定値として決定さ

れ，ρ夕＝p9が成立している．これに対し，確率変数iの実現値を知る売り手1の価格設定は既

知である実現値に対応するので，その均衡価格は確率変数Dの関数になっている．これらの結果

を利用し各々の条件付き均衡利潤ZIP（？），π1’（U）を求めると次のようになる．

　　　　　・r（e）－n，P（〆（v），園一〆（ぺ旭⑳ダ）－E［v］・司

（7－1）　　　　　　＝c（2巨＋d一α一の（2E［司＋4i＋3d＋α一，（3）

　　　　　　　　×（4E［司＋2a＋3d＋α一β）／18．
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（7－2）

・f（θ）・πr（AP（ε），ρ詞一。r叫・E［i］・u一㎡（a），，s））

　　　＝c（2∂＋d一α一功（6E［司＋3∂一α＋，B）

　　　×（10i－4E［司＋3d一α＋β）／18．

（C）以下で分析する情報共有のケースηsでは，これまでのηo，ηPと異なり，売り手1，売り

手2の両者が確率変数どの実現値に関し既知であると考える．このとき各売り手の利潤は確率変

数どの条件付き利潤の最大化を図ることになる．

確率変数巨の関数p，＊（e）として表されている．

（8－1）

したがって，このケースη∫での均衡価格は共に

A＊（？）＝argmax　nl（乃（i），　P2　＊（巨））

　　　　　A＞0
　　　＝argmax乃（e）｛f（n（ど），」ら＊（ラ））－i＋E［i］｝．

　　　　　A＞0

　　　　　　h＊（e）＝argmax　n2（n＊（∂），　P2（U））

　　　　　　　　　　　ρz＞0（8－2）

　　　　　　　　　＝argmax　P2（e）｛d＋i＋E［ど］－f（防＊（i），乃（V））｝．

　　　　　　　　　　　ρ2＞0

各売り手の反応関数をip　iS，　il＞9で表すと，この均衡価格のペア（A＊（互），　p2＊（互））は次式を満たしてい

る．

　　　　　A＊（e）＝φド（h＊（？））
（9－1）

　　　　　　　　　・｛P、＊（e）・・（2i・d一α一M（2i・3d・α一M｝／2．

　　　　　P、・（a）＝φ；（バ（ε））
（9－2）

　　　　　　　　　・｛バ（τ）故2ε・d一α一m（2U・3d一α・m｝／2．

これら2式から均衡価格（A＊（∂），p2＊（i））が以下のように求められる．

（10－1）　　　nS（？）＝c（2巨＋d一α一角（6cr＋3d＋α「β）／3．

（10－2）　ρ；（ε）＝c（2i＋d一α一M（6ε＋3d一α＋m／3．
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これらの結果を（8－1，　2）式の利潤関数に代入すると，情報共有η∫の状態にある両者の条件付き

均衡利潤づS（a）が以下のように導出できる．

（11－1）

ボ（e）＝オ（PiS（u），房（ε））＝ハs（i）（f（㎡（E），房（u））一　E［a］＋？）

　　＝c（2？＋d一α一の（6i＋3d＋α一β）2／18．

（11－2）

づ（e）＝房（が（v），hS（i））＝房（ε）（d－E［ε］＋u－f（津（z），パ（v）））

　　＝c（2U＋d一α一の（6U＋3d一α＋β）2／18．

　これまで導出した各ケースでの均衡利潤の期待値を以って売り手両者の利得を比較すると，以下

の結果1が得られる．

結果1．

（i）申（ε）】・ポ（巨）］・塀（i）］for　Var［司・o．

（ii）堪（司＝4イ（ε）］司づ（a）］for　Var［U］・o．

証明：

（i）d・1°（ε）］・・（2i・d一α一m（6EP］・3d・α一M2／18より，

4イ（司一十P（ε）1・・（2ε・d一α一MV・・［ε］・，ならびに

琳（司・申②1・2c（2ε・d一α一MVar［U］．　Lたが。てV・・［？］・・ならば

十P（？）1一申（a）］・・，ならびにd・iS（D）］一ポ（U）］・・が成立してV・る．

（li）堪（ε）］一・（2a・d一α一M（6E［i］・3d・α一M2／18より，

ポ（司・昧身（司，ならびに堪（ε）］一堪（司・2・（2ε・d一α一M・V・・［？］．

したが・て，V・・［e］・・ならば堰（ε）］－d・S（a）］・・一拓ε）］一十r（a）］・・が成立している．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q．ED．

　この結果1の意味する所は，相手側の情報所有の有無にかかわらず，自分が情報を入手した方が

期待利潤を上昇させるということである．そして自分だけが知り得るならば，相手にその情報を与

えることにより相手のみならず自己の期待利潤も増大させることができる．売り手2のみが情報を

得るときの期待均衡利潤を計算すると結果1の（i）と同様の結果が得られることから，これらを

まとめると次の表1のようになる．
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表1　情報所有と均衡利潤

売り手2：情報無し 売り手2：情報有り

売り手1：情報無し η゜・E［㎡］（・E［イD

ﾏπ身］（・E閲）

ηP：E［㎡］（〈E［巧『D

d閲（・E【π2］）

売り手1：情報有り ηP：E［司『］（＞E［πf］）

d［π2］（＜E［π『］）

η∫・E［ず］（＞E［イD

d［Ti】（＞E［π：2e］）

この表1の意味する所は，各売り手が情報無しの場合，購入量の実現値の情報を獲得しようとする

誘因があり，また一方の売り手のみが実現値を知っている場合には，相手にその情報を伝達する誘

因があるということである．さらに詳述すれば，市場規模すなわち購入量の実現値を知らない売り

手は，それを期待値として捉えて価格を設定するような，いわゆる定常的行動をとるが，この購入

量の実現値を知る売り手は，その実現値に臨機応変に対応する．したがって，このような売り手の

均衡価格の分散値は増大せざるを得ない．実際に売り手1の各均衡価格の分散値
吋ぱ（θ）工叫〆（ε）1吋㎡（ε）1を求めると，以下のように情報所有の状態が改善されるに伴い

価格の分散値が増大することが明確に示されている．

　個人情報ηPのときの均衡価格の分散値を求めると，

（12）

陥枯（e）1－Eぱ（v）（〆（u）－E【〆（a）］）］

　　　　　－16・2（2i・d一α一M2Var【司

となり，情報共有η∫の下での分散値は

（13）

陥・ぱ（v）］－Eい（li）（沁（ε）－E［が（ε）］）1

　　　　　－36・2（2U＋d一α一m2V・・［U］

になるので，叫〆（e）1・叫ば（ε）】が成立している．また，各売り手力潴得する購入者剃の分

散値を求めると，ηP，η∫の下で，

（14）
吋ピ（ε）］・v・・［i］／9・吋厚（a）】・v・・［a］（i－1，2）

が導出できる．これら均衡諸量の分散値はすべてVar［司の増加関数であり，

（15）
∂司ρノ（e）】／∂v・・［ε］・o，∂z・r［Lf（a）1／∂励司・o（ノーP，　s
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が成立している．以上のことを考慮すると次のような結果が得られる．

（16）

E【πP（e）］＝E［πO（言）］＋　Var【pP（［｝）］・Var［LP（ど）］／9

　　　　＜E［πs（ど）］＝珂πo（i）］＋　Var［ρ∫（Z｝’）］Var［LS（i）］／9

この不等式は，情報所有の状態がηPよりもη∫の状態に在る方が確率変数iに柔軟に対応するた

めに，均衡価格の分散値のみならず，獲得する購入者数すなわち販売量の分散値も共に大きくなる

ことから成立している．これまでの比較静学的な分析から，情報伝達の機会があれば，両者は情報

を共有する状態へと移行する誘因を持っており，不確実性下の空間競争における両者の期待利潤が

共に改善されることが示された．

　4．不確実性下における空間競争と立地

　次に最適立地の問題について考察する．ここで立地点は価格ほど簡単に変更することができない

ので長期的な視野の中で決定されると仮定する．すなわち確率変数iに対して立地点α，βが決

定されるのではなく，期待均衡利潤E［循（i）］（i＝1，2）を最大にするような立地条件を各売り手は求

めることになる．この問題は，以下のように定式化される．

（17－1）

（17－2）

α＊＝argmax　E［㎡（α，β＊；i）］．

　　　　α　a

β＊＝argmax　E［π］（α＊，β；li「）］（ノ＝0，P，S）．

　　　　β　e

　最初に双方の売り手が市場規模を決定する端点の情報を入手できない場合について考える．各売

り手の期待利潤を最大化する立地点α，βを求めることになる．

（18－1）
『一（一青）（・E［V］…⊇（・・［ε］－4？・d…＋m・

（18－2）
÷－C意〕（・・回・・d・α一M（・E［［・’］一・U・d・α一・m・
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上の結果から分かるように溺入者数の期待値が＋分大きければ∂申゜（e）］／　Oa・・，

∂壌（e）］／　Ofi・・が成立し湘手力・ど・に立地していても両者は端点（すなわち。・・，　ff・・）

を選択することで，互いに期待利潤を最大化することになるので，各売り手は線分上の両端に位置

することになる．しかしながら，その鮪値E［i］が大き過ぎず，od・p（？）］f　Oa－・，

∂堪（e）］／　Ofi　－Oになり，内点働・保証されるならば，すなわち上式（18－1，2）の最後の各項が

6E［司一45＋d＋3α＋、β＝0，6E［司一4ε＋d＋α一3β＝0になるならば，互いの立地点はナッ

シュ均衡解（α＊，β＊）として，以下の反応関数を満たすであろう．ここでゐ（M／　Ofi＜0ならびに

OCt12（α）／Oa＜0より，自分から遠ざかる相手に対し接近する誘因が持つことが分かる．

（19－1）

（19－2）

α＊＝ω1（ぴ）≡一（6E［司一4i＋d＋ff）．

β＊＝吟（α＊）≡一（6E［V］－4i＋d＋α＊）．

　次に売り手1のみが購入者量を知っている場合，すなわち情報所有の状態がηPの場合について

考える．購入者量の実現値に関し既知である売り手1はαを変化させE［rfi（a）］の極大化を図るこ

とになるが，情報を入手していない売り手2は前のケースと同様に反応関数吟（α）に従い立地点β

を決定することになる．このときηPにおける売り手2の期待利潤はηoの場合と同じになる．

（20）

『・（－f8〕（・・［a］・・d＋α一m

　　　　　・〔・E［言］一・ε・d・…β・＝｝

前の例と同様に購入者数の期待値2E［司＋dがβの値に係わらず∂E［a，’（i）］／Oa　＝O成立させるな

らば，売り手1の反応関数ω｛’㈲は次式のように表される．

（21） α＊ニω1（伊）＋〆（al，ff）≡tU　lp（ff）．

ただし，仮定よりVar［V］＞0，6E［司＋3d＋α一ノθ＞0が成立し，全てのα＊，β＊に対し

〆（α＊，！7＊）＞0が満たされている．したがって，Oto　r（βV　61θ＜0より，この場合も互いに相手が

自分から離れると接近することが分かる．

　次に両者が共に情報を持つ場合について考えてみる．
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（22－1）

『一〔－f8）（・E［i］・・d＋α一m

　　　　　・〔・E［V］一・U・d・…，・3・＝｝

（22－2）

『一（＿2＿　18）（・E［i］・・d・α一m

　　　　　・〔・E［i］一・i…α・・β・蒜｝

上の各式から，この場合も購入者数の期待値2E［司＋dがある範囲内にあれば内点解が保証され，

両者のナッシュ均衡解を求めることができ，それは次式の反応関数を満たす．前の例と同様に次式

（23－1，2）の反応関数からOtof（β）／4θ＜0，0aE9（α）／Oa＜0が成立し，この場合も互いに他者が

離れると接近する行動を採ることが分かる．

（23－1）

（23－2）

α＊＝ω1（ff）＋Y，S（α＊，β＊）≡（viS－ iβ＊）．

μ＝吟（α・）＋房（α・，が）・CDi9（α・）．

以上の各式から，次の結果2が得られる．

結果2：購入者量の期待値E［2∂＋ci］が十分な大きさを持つとき，全ての情報所有の状態において

立地点はαノ＝0，βノニ0（ノニ0，P，めとなり，両者は仮定された線形市場の各端点に位置することに

なるが，購入者量の期待値がある範囲内にあれば，以下の関係が成立している．

（i）αP＜α゜，fiP＞β．

（il）α∫＜α゜，グ＜〆．

証明：

（i）立地点の反応関数（19－1，　2）式と（21）式からβo＝ω1（αo），βo＝αう（αo），ならびに

βP＝ω1（αP）一〆，βP＝吟（αP）と置き直して，αP≧αoと仮定する．
…1（・）／・a…b（・）／∂…より，（・・、（・S一ω1（め）－b（・S－・ep（αP））・・．ただし等号は

αP＝α0

ﾌときのみ．ここで，
ノθ0＝ω1（α5＝吟（α0）より，

吟（αP）一αう（αP）＝fiP　一（βP＋yP）＝一¶ノ〉≧0．分散値Var［司＞0より任意のα，βについて
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yP（α，β｝＞0が保証されているので，これは仮定に矛盾する．よって，αo＞αPが成立し，

励～（α）／0α＜0よりβoニαう（αうくβP＝cz12（αP）．

（ii）またβ∫＝ω｜（αs）一妬∫（α∫，が），β∫＝吟（αs）「μξ（αs，βs）と置き直すと，（23－1，　2）式の反

応関数が対称的であることから各均衡立地点は端点から等しい距離にあり，α∫＝β∫が成立して

いる．したがってα∫≧αoならば，

（24） αo＝βo＝（Dl（αo）≦αs＝βsニtOt（α∫）一助s（αs，βs）（i＝1，2）

であり，a）i（αs）一の（α〔5≦粥s（αs，17SXi＝1，2）が成立する．ただし等号はα∫＝αoのときのみ．し

たがってα∫≧αoならば，

（25） α゜ニグ＝司（α゜）≦αs　・　fiSニtDl（α∫）一叫s（αs，　fiSXiニ1，2）

であり，司（αs）一司（αo）≧vi（αs，、βs）（i＝1，2）が成立する．ただし等号はαs＝αoのときのみ．と

ころがOtO，（α）／Oa＜0より⑳（αs）一ρ（αo）≦0（i＝1，2）となり，これは任意のα，βについて成

立しているはずのvri9（α，功＞0に矛盾する．よってα∫＜αoが成立していることが確認できる．ま

た同様の手続きによってβ∫＜βoが証明できる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q．ED．

　上の結果2には次のような含意がある．購入者数の実現値を売り手1，売り手2が共に知り得な

い状況を基準にすると，一方の売り手，例えば売り手1がその実現値を知る（あるいはその情報を

入手する）ことにより端点側に寄り，相手から遠ざかるが，実現値を知らない売り手2は相手に近

づくことでより高い期待利潤を獲得することができる．さらに結果1より，どのような地点に立地

していようとも情報を獲得した売り手は相手にその情報を伝達することで自己の期待利潤を増加さ

せることができるので，売り手1は空間競争下にある相手の売り手2にその情報を伝達する誘因が

ある．このようにして一方の売り手が他方の売り手にその情報を与えた場合，各売り手は結果2の

（ii）が示すように情報無しの場合よりも互いに一層端点に近付くことになる．当然のことながら，

このような結果は期待値がある程度の範囲内にある場合に発生するのであり，期待値が十分大きけ

れば，つまり仮定された顧客が確実に見込める中央部分の両側に加えられた購入者数の期待値が十

分大きい場合には互いに端点の所に位置することになる．これは各々の（19－1，2）式を利用するこ

とにより容易に確認できる．（19－1，2）式の右辺は，E［D］が十分大きければ負となり，売り手1は
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左側の端点に位置し，同様に売り手2も右側の端点に位置するであろう．ηP，ηsの場合も同様

にE［司の増大は（21）式，（22－L2）式の右辺を減少させ，十分大きい値をとるとき負となる．し

たがって情報所有の状態がどのようなものであれ，両端の購入者数の期待値E［司の増大は売り手

双方の立地点を両端に移動させることになる．

　また上式は，消費者の分布区間の中央部，すなわち事前に購入者数が確定している線形市ig　dに

ついても同様のことを示している．つまり，ホテリングの比喩を用いると，この海岸に既に現れて

いる（あるいは間違いなく現れる）海水浴客の長さが増えるとアイスクリーム屋はそれに伴い立地

点を海岸の各々の両端に移動する誘因があることを示している．また逆に，確実に見込める顧客が

減少すれば，互いに接近する誘因があることを示している．ここでは売り手の危険中立的行動を仮

定しており，売り手が危険回避者であると仮定していないことに注意されたい．双方の売り手のこ

の行動はリスク回避から発生しているのではなく，立地あるいは差別化を考慮することのみから生

じている．したがってd’Aspremont等によって否定的に受け取られた，空間競争におけるホテリン

グの「売り手接近の定理」は，以下のように顧客の分布状態や情報所有の状態が変化するときに成

立し得ることが分かる．

（1）例えば不確実な天候の下で，消費者ないしは購入量の実現値を把握していた売り手がその情

報を得ることが困難になり，過去の経験すなわち期待値を考慮する状態に移行した場合．

（2）海水浴客が海岸に現れる区間の分散値が減少する場合．逆に分散値が増大すると各売り手は

共に離れることになる．

（3）購入者である海水浴客が海岸に現れる区間の期待値が減少した場合．

（4）中央部にある確実に見込める海水浴客数が減少する場合．

（5）一方の売り手のみが海水浴客数に関する情報を獲得しており，これまで他の売り手に公開し

ていたが，中止することになった場合の他の売り手の立地点（あるいは製品特性）．

　5．おわりに

　本稿では，前節で述べたように各売り手が危険中立的（risk　neutral）であると仮定したが．これ

は分析の簡便化を図るために設けた仮定ではない．両売り手が危険回避者（risk　averter）であるな

らば，線形市場の規模の不確実性（例えば拡大しつつある商圏エリアや顧客の製品特性バラエ

ティ）はリスクを発生させるので，それを回避することで期待効用を上昇させる誘因を持つ7．こ

のとき各売り手は線形市場の両端から生じるリスクを回避するために互いに中央部に接近するであ

7ここで採り上げた危険中立者とは，リスクに対して中立的すなわち危険プレミアムがゼロの経済主体である．

　利得の期待値をE［π（E）］，分散値をVar［π（i）1とするとき，危険プレミアムは
　ρ＝一［U’（E【π（U）D／U（E【π（E）D］Var［π（i）］／2で近似的に表される’このとき危険プレミアムσが正ならば，この

　経済主体は危険回避者と考えることができる．
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ろう．この結果は自明である．本稿で仮定した危険中立的売り手は，このリスクを考慮しないので，

前節で得られた結果2から分かるようにその結果は不確定である．

　本稿の結論は，以下の通りである．ホテリングの「差別化最小の原則」を再考察した

d’Aspremont等によって提示された「差別化最大の原則」によれば，立地論の文脈では空間的競争

下にある各売り手は可能な限り離れようとし，製品差別化の文脈では各企業は直面する顧客の製品

特性バラエティの中で可能な限り製品差別化を図ることになる．しかしながらd’Aspremont等の枠

組みに従いながらも，不確実な規模を持つ線形市場を仮定することで，ある状況ではホテリングの

「売り手接近の誘因」が存在し，立地選択する各企業は以前よりも近接し，製品差別化戦略を採る

各企業は以前よりも似通った製品を生産する．ホテリングの「売り手接近の原則」に批判的吟味を

加えたd’Aspremont等によって仮定された（逓増する）移動費用関数を用いても，ある状況下では

「売り手接近の誘因」が発生し，また他の状況下ではd’Aspremont等が主張したホテリングとは全

く逆の「差別化最大の原則」が発生し得ることを，本稿では明示的に説明した．
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